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「帰宅困難者一斉帰宅抑制対策推進事業者」を公表します 

～ 帰宅困難者対策に積極的に取り組む市内事業者 ～ 

 

 本市では、首都直下地震等の大規模災害時に交通機関の運行停止により、駅周辺や 

路上に帰宅困難者が多数発生することを防ぐための一斉帰宅抑制に社会全体で取り組 

む機運を醸成するため、自社施設内に従業員等を留めるための安全対策、備蓄の推進、 

安否確認手段の周知等の一斉帰宅抑制を推進する事業者の募集を開始しました。 

平成２５年３月２５日現在で５４事業者（総従業員数 6,175 人）の登録申請があっ

たことから、別紙のとおり登録事業者を公表します。 

  

 

１ 登録事業者について 

  ２月末より、本市ホームページのほか、さいたま市防火安全協会やさいたま商工

会議所の協力により、市内事業所へ本事業の周知を行いました。 

  なお、登録事業者の募集は今後も継続して行い、定期的にホームページ等で公表

します。 

 

２ 取り組み事例紹介 

  平成２５年３月２５日までに登録申請のあった事業者の中から、先進事例として 

鹿島建設株式会社関東支店、埼玉ダイハツ販売株式会社、埼玉トヨペット株式会社

における一斉帰宅抑制などの取り組みについて紹介します。 
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